
連 結 会 計 財 務 書 類

～　令和３年度決算　～

京都府の財務書類

一 般 会 計 等 財 務 書 類

（ 一 般 会 計 等 財 務 書 類 ）



全国の自治体が統一的な基準に
沿って作成

総務省方式改訂モデル以外にも
基準モデルや独自モデルが存在

発生主義・複式簿記の導入

固定資産台帳の整備

比較可能性の確保

決算の歳入歳出情報を原則、
個々に複式仕訳

固定資産台帳を整備し、個々の
資産の取得価格、耐用年数、減
価償却費等を管理

１．はじめに（これまでの取組みと地方公会計制度への対応）

　本府では、普通会計におけるストック情報としての資産と負債の状況を明らか
にするため、平成14年度より「貸借対照表」及び「行政コスト計算書」の作成、
公表を行い、平成20年度決算からは、よりわかりやすい財務情報を提供するた
め、「総務省方式改訂モデル」に基づき、「純資産変動計算書」及び「資金収支
計算書」を加えた財務書類４表の作成、公表を行ってきました。
　さらに、平成28年度決算からは、新たに国から示された固定資産台帳の整備と
複式簿記の導入を前提とした「統一的な基準による地方公会計」に基づく財務書
類４表の作成、公表を行っています。

２．統一的な基準による地方公会計とは

　統一的な基準による地方公会計は、現金主義会計による予算・決算制度を補完
するものとして、現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握すること
で中長期的な財政運営への活用の充実や統一的な基準の導入による比較可能性を
高めることを目的として、作成するものです。

（１）地方公会計の意義

①　見えにくいコスト（減価償却費、引当金など）の把握が可能

②　ストック情報（資産・負債）の一覧的把握が可能

財務情報のわかりやすい開示、財政運営の基礎資料としての活用

補完

（２）制度の比較

統一的な基準
（28年度決算以降）

総務省方式改訂モデル
（27年度決算以前）

地方財政状況調査（決算統計）
データを活用し作成

地方財政状況調査（決算統計）
で普通建設事業費と区分された
経費を固定資産として計上

京都府の財務書類（令和３年度決算）

現金収支の事実に基づく

予算の適正・確実な執行

現金主義会計

ストック情報（資産・負債）を

総体的・一覧的に把握すること

により現金主義会計を補完

発生主義会計

現行官庁会計制度

【地方自治法で規定】
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前年度末純資産残高 786億円

（２）財務書類の相関図

○　貸借対照表

【資産】 【負債】

2兆6,398億円 2兆5,641億円

○　行政コスト計算書

税収,国補助金等 9,804億円

＋

＋

臨時収支　　　  18億円

前年度末資金残高    190億円

本年度資金収支額　　▲46億円

＋

当該年度の行政活動において、資産形成に結びつかない
行政サービスに要した費用（行政コスト）とその行政
サービスの対価としての使用料及び手数料等の収益の情
報を表示

年度末時点における土地や建物などの「資産」や府債な
どの「負債」に係るストック情報を表示

純経常行政コスト　9,815億円

○　純資産変動計算書○　資金収支計算書

収入

支出

1兆4,542億円

1兆4,588億円

資 金 収 支 計 算 書

貸借対照表の「純資産（資産と負債の差）」が１年間で
どのように増減したのかの情報を表示

純資産変動計算書

年間の資金の流れ（収支）について、その性質に応じて
区分した情報を表示

財  務  書  類 説　　　　　　明

３．財務書類について

（１）財務書類の内容

貸 借 対 照 表

行政コスト計算書

純行政コスト 9,833億円

純行政コスト 9,833億円

本年度末純資産残高 757億円

【純資産】

757億円

本年度末資金残高 144億円

うち歳計現金

144億円
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（４）作成基準日

一般会計等財務書類
（普通会計財務書類）

一般会計
特別会計：営林事業、母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業、
　　　　　農業改良資金助成事業等、中小企業経営基盤強化資金
　　　　　助成事業、公共用地先行取得事業、公債費特別会計

作　成　範　囲 説　　　　　　明

　財務書類の分析においては、一定程度の経年比較データの蓄積が必要と考えて
おり、数年は、データ蓄積と他府県比較を行いながら、どのような形で活用が可
能かを検討していきたいと考えております。

（５）国の動向等

　財務書類の情報を資産管理や予算編成に活用するため、国においては、活用の
具体的な方法の検討及び先進事例の収集等を行っているところです。

（３）財務書類の対象範囲

令和４年３月３１日現在

ただし、出納整理期間（４月１日～５月３１日）における出納については、貸借
対照表の基準日までに終了したものとして処理しています。

　他団体との比較可能性の観点から、総務省の地方財政状況調査（決算統計）で
も用いられる普通会計ベースの財務書類を作成します。
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176

１年未満に取り崩す可能性のある基金（府債
管理基金等）

徴収不能引当金及び基金運用利子

徴収不能引当金等

26,398

34

740 456

40 37

R２年度末

ソフトウェア（税務支援システム等）

50万円以上の物品（研究機器等）

423

2,522 2,108

41 納期限から１年以上経過した税等の未収金

１年以上保有する見込みの基金（府債管
理基金等）

令和５年度以降に償還期限が到来する貸
付金（高等学校等修学資金等）

税等の未収金のうち令和３年度分

223

R３年度末

金額（億円） 各費目（令和３年度末）の摘要

11

（４）減価償却累計額 ▲ 41,368 ▲ 40,564

964

（５）その他

（５）その他

令和４年度に償還期限が到来する貸付金

公社や第三セクター等への府の出資
額及び出資割合が25％以上の団体等
の財政悪化に備えた引当金の合計額

(1)～(3)の減価償却累計額

14 8

3,803 3,372

748

39

424

817 803

（３）基金

（１）投資及び出資金

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

　令和４年３月31日現在の「資産」の総額は２兆6,398億円、「負債」の総額は
２兆5,641億円、「資産」と「負債」の差である「純資産」は757億円で、資産に対す
る負債の総額は97.1％となっております。

　資産の部では、道路や河川等のインフラ資産と庁舎等の事業用資産等の有形固定資
産で２兆1,617億円と資産全体の81.9％を占めており、一方、負債の部では、翌年度償
還予定額を含めた地方債残高が２兆4,085億円と負債全体の91.2％を占めています。こ
の地方債残高には、臨時財政対策債をはじめとした、後年度に地方交付税で財源措置
される１兆3,041億円が含まれています。

　昨年度と比べ、道路や河川等の資産償却により有形固定資産が約393億円減少しまし
たが、府債管理基金の積立などにより基金が約698億円増加したことにより、資産は約
260億円増加しました。一方で、地方債が約378億円増加したことなどにより、負債は
約289億円増加しました。

４．貸借対照表～年度末時点における資産や負債に係るストック情報を明らかにするもの～

府庁舎や学校など行政サービスに供される資産

▲ 3 ▲ 2

資産の部

21,617

（４）長期延滞債権

（１）事業用資産

１　有形固定資産

10,570

51,780 51,464

552 540

（２）インフラ資産

22,010

10,653

（３）物品

▲ 1 ▲ 1

（２）長期貸付金

26,138

※貸借対照表に計上している資産には、所有者と管理者が異なる資産（３桁国道、１級河川等）3,491億円は
含んでいません。

（２）未収金

４　流動資産

（１）預金現金

（３）短期貸付金

（４）基金

道路・河川・公園などの資産

歳計現金、歳計外現金

資　産　合　計（Ａ）

流動資産

固定資産
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※人口2,511,494人（住民基本台帳人口R4.1.1現在）

7

1,194 919

令和５年度以降に償還期限が到来す
る地方債
既に物件の引渡しを受けたが未支払
のもの（ＰＦＩ）

40

25,641

20

純資産

20

５年目２年目

4

負　債　合　計（Ｂ）

（保有資産）

（将来負担）負債

20

負債及び純資産合計

※地方債（長期及び短期）に含まれる臨時財政対策債の金額は9,450億円です。

資産

４年目

20

20

1,021千円

在職する職員が退職した場合に必要
となる退職手当

（５）その他 51

1,337

（２）未払費用

（１）地方債（短期）

令和４年度支給賞与のうち令和３年度発生分

財政健全化法に基づく将来負担比率
の算定において計上された三セク等
に係る将来負担

令和４年度に償還期限が到来する地方債

流動負債

23

２　流動負債

（４）損失補償等引当金

982 699

1,411

（３）賞与等引当金

地方債の利払金（令和４年度期限到
来分のうち令和３年度期間分）24

純資産1,051千円

757

20 20

20 20

30千円

786 資産合計（保有資産）－負債合計
（将来負担）

20

純資産（Ａ－Ｂ）

３年目１年目

20

20

20

各費目（令和３年度末）の摘要

（３）退職手当引当金

40

負債の部

24,447

R３年度末 R２年度末

20 20

20

（２）長期未払金

１　固定負債

金額（億円）

固定負債

（４）その他

26,398

149

（１）地方債（長期）

20

156

25,352

26,138

24,433

23,103 23,008

2 2

20 20 20

（これまでの負担）

取得
価格

府民１人当たりの貸借対照表

発生主義会計における減価償却のイメージ（物品100万円、耐用年数５年）

毎年20万円ずつ資産の経済的価値が減少

※毎年20万円が行政コスト計算書に計上
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239 225

4,111

2,067 2,109

（２）社会保障給付

（３）他会計への繰出金等 他会計への繰出金に係る費用等

経常収益

　使用料・手数料等

一定の財・サービスを提供する
場合に当該対価として使用料・
手数料の形態で徴収する金銭

（３）その他の業務費用

9,815 8,362純経常行政コスト

（１）補助金等

164166

170

4,406

4,108 4,191

132

239 225

①支払利息

職員の給与

8,587

R３年度末 R２年度末

1,757

①物件費

②維持補修費

1,738

④その他 78 75

③減価償却費 862

123

経常費用・経常収益

5,648

各費目（令和３年度末）の摘要

　経常費用1兆54億円に対して、使用料・手数料等の経常収益の総額は239億円となっ
ており、差引きの純経常行政コストは9,815億円となっています。
　これに、損失補償引当金繰入等に伴う臨時損失23億円、資産売却等に伴う臨時利益5
億円を含んだ純行政コストは9,833億円となり、地方税や地方交付税等で賄う必要があ
ります。
　また、府民１人あたりの費用は401千円、収益は9千円で、純行政コストは392千円と
なっています。

10,054

金額（億円）

2,225 693

242

174

4,476

耐用年数に基づく資産価値減少
金額

経常費用

１業務費用

区分

（１）人件費

149 156

①職員給与費

②賞与等引当金繰入額

821

293

③退職手当引当金繰入
額等

（２）物件費等

273

3,288 1,828

税交付金、社会保障給付府負担
分等（市町村や民間への補助金
等）

121 社会保障給付としての扶助費等

非常勤嘱託等への報酬等

136

委託料や消耗品といった消費的
性質の経費

賞与等引当金の令和３年度発生額

退職手当引当金の令和３年度発生額

５．行政コスト計算書～年間の経常的な活動に伴うコストや収入等の情報を明らかにするもの～

102 121

②その他

２移転費用

38

資産の機能維持のために必要な
修繕費等

地方債等に係る利息負担額
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※人口2,511,494人（住民基本台帳人口R4.1.1現在）

2

損失補償引当金の令和３年度発
生額等

臨時損失・臨時利益

　（１）人件費

１　業務費用

131千円

12千円

392千円

225千円

1２資産除売却損 11

7 災害復旧に関する費用

各費目（令和３年度末）の摘要

金額

経 常 費 用　Ａ

２　移転費用

　（２）物件費等 0千円

臨 時 損 失　Ｂ

175千円

1千円

臨　時　利　益　D

純行政コスト　Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ

臨時損失 23 259

区分
R３年度末 R２年度末

金額（億円）

　（３）その他の業務費用

3

１災害復旧事業費

資産売却収入が帳簿価額を下回
る場合の差額

１　使用料及び手数料

400千円

純行政コスト

区分

9千円

9千円82千円

2 0

経　常　収　益　C

３損失補償引当金等繰入額等

金額

3

臨時利益

9,833 8,618

3

２その他

区分

20 241

5

資産売却収入が帳簿価額を上回
る場合の差額

上記以外の臨時利益

１資産売却益等

府民１人当たりの行政コスト計算

－8－



　本年度差額

国庫支出金

7,753

6,195 5,414

3,594 2,339

地方税、地方交付税及び地方譲
与税等

9,833 8,618

R３年度末 R２年度末

2,146

786

▲ 828

金額（億円）

298

166

9,317

 ７．資金収支計算書 ～年間の資金の増減について明らかにするもの～

　業務活動収支については、収入が業務収入と臨時収入で9,690億円、支出が業務支出
と臨時支出で9,320億円となり、370億円の黒字となりましたが、投資活動収支では790
億円の不足、財務活動収支では374億円の黒字となった結果、本年度末の資金残高は46
億円減少しました。

物件費等に係る支出

各費目（令和３年度末）の摘要
区分

補助金等支出

支払利息支出等

2,467

地方債等に係る支払利息の支出

人件費に係る支出

業務活動収支

６．純資産変動計算書～年間の純資産（資産－負債）の増減について明らかにするもの～

無償所管換等

保有する資産（出資金）の評価
差額

　　その他

区分

各費目（令和３年度末）の摘要

▲ 2

金額（億円）

前年度末純資産残高

国等補助金

▲ 44 ▲ 865

　純行政コスト（▲）

税収等

1,614

　　資産評価差額

786

財源

R３年度末 R２年度末

164
他会計への繰出支
出等

社会保障給付支出 132

9,789

　前年度末純資産残高は786億円であり、純資産の減少要因としては行政コスト計算書
に掲げた純行政コストとして9,833億円が、純資産の増加要因としては税収等6,195億
円、国補助金3,594億円等が計上され、本年度末純資産残高は757億円となっていま
す。

行政コスト計算書の純行政コス
トと一致し、純資産の減少要因
となったもの

純資産増減

他会計への繰出金に係る支出等

2,173

966

121

4,108 4,191

社会保障給付に係る支出

補助金等に係る支出

4,476移転費用支出

5

17 32

物件費等支出

179

757

▲ 29

4,911

4,406

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

7,794１　業務支出

業務費用支出

人件費支出

3,318
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各費目（令和３年度末）の摘要

地方債の償還等

地方債発行による収入等

資産売却収入等

1,934 2,425

1,934

15

759

国庫支出金のうち投資活動支出
財源に充当した額

金額（億円）

3,238 1,969

144

地方債償還支出等

１　財務活動支出

▲ 190

3,474

使用料及び手数料収入等

1,585貸付金支出等

1,579 2,344

13 12

区分

7

▲ 790

2,425

2,308

貸付金元金回収収入

２　投資活動収入

投資及び出資金支出

地方債発行収入等

国等補助金収入

▲ 177

2,544

投資活動収支

46

144

370

1,312

2,341

２　財務活動収入

本年度資金収支額

財務活動収支

3,297

351 341

601 600

2,308 2,936

374 511

▲ 46

業務活動収支

3,334

422

２　業務収入

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

１　投資活動支出

４　臨時収入 4

国等補助金収入

３　臨時支出

6,210

238

3

税収等収入

9,686

R３年度末

災害復旧に係る支出

基金積立に係る支出

30

358

7,581

国庫支出金のうち業務支出財源
に充当した額

R２年度末

5,387 税収等の収入

225 使用料及び手数料に係る収入

有形固定資産等の形成に係る支出

貸付金に係る支出等

基金取崩しに係る収入

貸付金に係る元金回収収入

本年度末資金残高

資産売却に係る収入

16 投資及び出資金に係る支出

災害復旧に係る国庫負担金

2,936

基金取崩収入

190

前年度末資金残高 190

投資活動収支

財務活動収支

－10－



有形固定資産などの社会資本等に対する地方債残高の割合を算
出し、将来返済しなければならない地方債によってどの程度の
資産が形成されているのかを明らかにすることで将来世代の負
担割合を表します。
※30年度決算から計算式が変更となっています
＜変更内容＞①地方債残高から地方財政の財源不足を補うために発行
　　　　　　される臨時財政対策債等の特例的な地方債を控除
　　　　　　②社会資本形成に資するものに対する割合とするため、
　　　　　　分母を総資産から有形・無形固定資産に限定

（前年度

有形・無形固定資産合計 21,631

資産合計 26,398

％
有形固定資産取得価額

純資産比率

資産に対する純資産の比率であり、純資産の変動は、将来世代
と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したことを表しま
す。たとえば、純資産の増加は、過去及び現世代の負担によっ
て将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味する一方、
純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代
が費消して便益を享受していると捉えることができます。

× １００ ＝

76.5 ％）（前年度

（前年度 3.0 ％）

2.9 ％

77.5

１００

年）1.9

（前年度 67.4

１００ ＝ 1.8

＝ 71.2

歳入額対資産比
率

歳入総額

地方債残高

年
14,732

×

％）

％

歳入総額に対する資産の比率であり、これまでに形成されたス
トックである資産に何年分の歳入が充当されたかを表します。

15,398

１００ ＝

貸借対照表を活用した財務分析として代表的な指標は以下のとおりです。

26,398

将来世代負担比
率

×

資産合計

×

757純資産

８．財務書類からわかる各種財政指標

有形固定資産減
価償却率

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却
累計額の割合を算出することにより、耐用年数に対して資産の
取得からどの程度経過しているのかを全体として把握し、比率
が高いほど減価償却が進んでいる（＝老朽化が進んでいる）こ
とを表します。

貸借対照表を活用した分析

減価償却累計額 41,368

53,409
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行政コスト計算書を活用した分析

行政コスト計算書を活用した財務分析として代表的な指標は以下のとおりです。

受益者負担比率

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の
金額であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算定す
ることで、行政サービスの提供に対する受益者負担割合を表し
ます。

経常収益 239
× １００ ＝ 2.4 ％

経常費用 10,054 （前年度 2.6 ％）

－12－


